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国際競争力強化を図る必要性から，京浜港をはじめとした国際海上コンテナ戦略港湾の整備が進んでおり，国際海上

コンテナ車（40ft，背高40ft）の陸上輸送の需要が増加している．その一方，陸上輸送を担う首都圏の道路ネットワー

クは十分でなく，本来短トリップを担うべき街路を国際海上コンテナ車が走行するといった問題が生じている．本論文

では，国際海上コンテナ車の陸上輸送に関し，関東地方を中心とした実態の把握及び事業者等のニーズを踏まえた課題

の分析を行い，道路ネットワークの未整備区間や主要箇所での通行支障箇所の存在等によって，国際海上コンテナ車の

流動状況の偏りが生じていることなどを提示した．また、これら課題を解決するための国際海上コンテナ車の流動等物

流面における道路ネットワーク強化の課題解決方策等について提案を行った． 
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1.はじめに 

我が国においては，国際競争力強化を図る必要性

から，京浜港をはじめとした国際海上コンテナ戦略

港湾の整備が進んでいる．また，世界的にコンテナ

の大型化が進んでおり，日本においても国際海上コ

ンテナ車（40ft，背高40ft）の陸上輸送が増加して

きている． 

その一方で，陸上輸送を担う道路側においては，

重さ・高さの制限により国際海上コンテナ車が通行

できない箇所や，交差点折進等の際に誘導車が必要

となる箇所（Ｃ条件付与箇所）が存在することによ

り通行がしづらい箇所，経路上の渋滞・事故多発地

点の存在，更には道路ネットワークの未整備から利

用できる路線が限られるといった通行上の課題は

多い． 

これにより，本来，都心部の一般道路など，短ト

リップを担うべき街路を国際海上コンテナ車が走

行するといった問題が生じている． 

本論文では，これらの課題について把握するため

に，国際海上コンテナ車の陸上輸送について，関東

地方における輸送の実態の把握，事業者等のニーズ

を踏まえた課題の分析を行い，国際海上コンテナ車

の流動等物流面における道路ネットワーク強化の

課題解決策について検討した結果を報告するもの

である． 

 

2.既往研究と本研究の位置づけ 

コンテナの大型化に伴う道路上の課題に関して

は，柴崎ら 1),2)により，通行不可能箇所解消による

経済効果分析が行われている．また，荻野ら 3)は，

特車申請データや道路情報便覧データを用いて，海

上コンテナ車の経路選択特性の分析を行っている． 
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これらの研究により，海上コンテナ車の国内流動

の実態は把握されつつあるが，事業者ニーズを踏ま

えた分析や，これを踏まえた道路の階層を考慮した

ネットワークのあり方までは言及されていない． 

 そこで本研究では，海上コンテナ車の利用可能

なネットワーク及び利用実態について，データによ

る分析に加え，事業者へのアンケートやヒアリング

による把握を行い，これらを踏まえた課題の抽出と

解決策の提案について，道路の機能階層を考慮して

検討を行ったものである． 

 

3.国際海上コンテナを取り巻く動向 

国際海上コンテナの流動は，20ft から 40ft，背

高40ftコンテナへと大型化が進んでいる（図-1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 コンテナ規格別コンテナ利用流動量（トラック計） 

出典 ：国土交通省 物流センサス，３日間調査H22,H17 

 

また，全国の国際海上コンテナの取扱量を見ると，

関東地方にある８つの港湾が個数ベースで４割を

占めていることが分かる．さらに，その８つの港湾

の中ではほとんどを東京港，横浜港が占めている

（図-2）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 関東地方の国際海上コンテナ取扱量 

（全国港湾に対する割合） 

出典：国土交通省 H24港湾取扱貨物量等の現況 

（（公社）日本港湾協会 数字で見る港湾2013） 

4.特車申請データからみた流動状況 

国際海上コンテナ車の通行に際しては，特車申請

を行い，起終点及び通行する経路に関して許可を得

る必要がある．そこで，国土交通省関東地方整備局

に申請された平成 24 年度の特車申請データにおい

て，「海上コンテナセミトレーラー車」に区分され

るデータをもとに，申請数及びルートを把握した． 

図-3に車種区分別申請数の割合を示す．申請数の

約４割が背高40ftコンテナ車（海上コンテナ（9’6）

に該当）と想定される． 

図-4 に物流拠点と特車申請経路と通行支障の関

係について整理したものを示す．対象は背高コンテ

ナ（9’6，40ft）のみで図化する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 関東地方の車種区分別特車申請数割合 

（H24.4～H25.3の特車申請データより作成） 

 

関東管内の港湾空港は，東京都，神奈川県，千葉

県，茨城県に立地している．東京港，横浜港，千葉

港へアクセスする路線は，特車申請数が 2000 件以

上/年と申請が多い．特に，東北道，関越道，東名

高速を使用した経路が多い． 

図-4 の状況を都心部に着目したものを図-5 に示

す．ここで，首都高湾岸線，首都高中央環状線，環

状７号，国道 15 号，保土ヶ谷バイパスの申請数が

多いことが分かる． 

 

5.背高コンテナ車の通行支障箇所の状況 

国際海上コンテナ車の通行に際し，道路側におけ

る課題として，①交差点部において前後に誘導車を

必要とする箇所の存在（以下，「折進障害」または

「Ｃ条件」という），②背高コンテナ車の高さ制限

に関する箇所の存在（以下，「上空支障」という）

の２つが大きく存在すると考える．そこで，それぞ

れについて，首都高速の状況を例に取り上げ，以下

に示す． 
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図-5 港湾，空港位置と特車申請経路 

（背高コンテナ経路，都心部） 

（H24.4～H25.3の特車申請データより作成） 

 

(1) 折進障害（Ｃ条件）  

首都高速道路の交差点（IC部）でのC条件箇所は，

図-6に示すように6箇所存在する（延べ方向数：20）． 

 

(2) 上空支障 

背高コンテナ車は，通常コンテナ車に比べると高

さがあることから，通行支障区間（上空支障）箇所

が存在する．首都高速道路では図-7に示す７箇所存

在する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 首都高の折進障害（Ｃ条件）箇所 

（道路情報便覧より作成） 

 

このエリアに着目し，特車申請経路（背高コンテ

ナ車，2012 年）を図化すると図-8 の通りとなる．

図から流動を確認すると，東京港方面から常磐道や

東北道方面への流動は，首都高湾岸線及び中央環状

線を経由する申請数が多いことが確認できる．また，

障害の多い都心環状線を避けて，国道 15 号から国

道４号・６号を抜ける，一般道による都心通過の申
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図-4 港湾，空港位置と特車申請経路（背高コンテナ経路）H24.4～H25.3の特車申請データより作成 
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請数も一定数あることが確認できる．西側方面は，

東京ICや高井戸ICがネックとなっていることや環

状方向の高速道路が整備されていないことなどか

ら，環状７号線の申請数が多いことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 首都高の海上コンテナ車（高さ4.1m）の 

通行支障区間（上空）（道路情報便覧より作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 首都高，一般国道，主要地方道の申請状況 

（2012年）と首都高の折進障害・上空支障区間 

（H24.4～H25.3 の特車申請データ及び道路情報便覧よ

り作成） 

 

以上，特車申請の状況や通行支障箇所から，都心

部における国際海上コンテナ車通行の状況は以下

の実態にあるといえる． 

①東京港，横浜港から各方面への流動は，放射・

環状とも高速の申請が多いが，高速ネットワー

クが整備されていないルート（保土ヶ谷バイパ

ス，環状７号線西側区間）は高速道路並みの申

請数がある． 

②一般道については，高速道路ほどの申請数では

ないものの，国道 15 号を経由し都心部を抜け

国道４号や国道６号へアクセスするルートを

用いた申請数が多い． 

③首都高速は中央環状線の申請数は多いものの，

都心環状線の申請数は少ない． 

 

これらから，本来，国際海上コンテナ車の利用が

求められる高速道路の利用が十分な状況でないこ

とにより，都心部の国道や都内の一般道路へのコン

テナ車の流入があることが考えられる． 

 

6.輸送経路の実態把握 

前項で把握した実態は，国際海上コンテナ車の流

動に関係するデータ及び道路構造をもとにしたも

のである．これらの課題の指摘が実際の国際海上コ

ンテナ車の通行にどのように影響を及ぼしている

のか，また，実際の輸送経路はどのようになってい

るのかを把握するために，本項では，平成 25 年度

に関東地方の企業及び輸送事業者にアンケート及

びヒアリングを実施した結果から実態把握を行っ

た． 

アンケートは，関東地方の主要な流通業務団地及

び主要な工業団地に入居している企業，さらには特

車申請が多い企業等の計 420 施設に配布し，102 企

業からの回答があった（回収率 24.2％；平成 25 年

12月～平成26年１月実施）． 

このアンケートで，コンテナを扱っている企業

（荷主）から得た回答を分析したものを以下に示す． 

 

(1)利用コンテナの種類 

利用しているコンテナの種類については，最も多

かったのが，海上輸送用 40ft（35.2%）であった．

次に多かったのは，海上輸送用20ft（31.4%）であっ

た．背高コンテナ40ftは，全体の回答の21.0%あっ

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 利用コンテナの種類 
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(2)利用港湾 

荷揚げされた場所（港湾）については，最も多かっ

たのが，東京港（48.3%）であった．次に多かった

のは，横浜港（41.7%）であった．東京港，横浜港

で全体の約90%を占めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 利用港湾 

 

(3)高速道路の利用 

高速道路の利用については，最も多かったのが，

「利用している」（47.2%）であった．次に多かった

のが，「状況により利用している（品目・契約・顧

客・経路に対する回答なし）」で44.4%であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 高速道路の利用 

 

(4)輸送経路の判断 

輸送経路の判断については，最も多かったのが下

請け運送会社で39.6%であった．次に多かったのが，

「貴社（自社）」で35.4%であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 輸送経路の判断 

 

(5)経路選定の理由 

経路選定の理由について，最も多かったのが，定

時性（著しく遅れない）であった（26.4%）．次に多

かったのが交通規制（18.4%），速達性の有無（17.2%）

であった．速さや交通規制の他に，労働時間（16.1%），

通行料金（18.4%）を理由とする回答もあった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 経路選定の理由 

 

(6)自由意見 

その他，自由意見として，東京港・横浜港周辺の

慢性的な交通混雑（待ち時間の長時間化），深夜割

引適用のための IC 周辺での待機等の課題，労働時

間制約とコスト削減の観点からの高速道路の料金

割引等への要望，渋滞回避のための圏央道全線開通

への要望等があった． 

 

(7)ヒアリングによるフォローアップ 

さらに，アンケート調査結果における詳細内容の

確認を目的として，フォローアップヒアリング（５

社）を実施した． 

その結果，１度に積載できる量が多く，効率的な

輸送に資することから背高コンテナを使用する傾

向であること，東京港・横浜港周辺の待ち時間過多

等で輸送に大きな制約を受けていること，高速道路

利用については特に時間制約がある場合やドライ

バーの拘束時間との関連などに限られるとともに，

利用する場合も必ずしも最寄り IC だけの利用では

ないこと，背高コンテナは湾岸線等別ルートを利用

することで首都高支障箇所について特段の支障が

ないが，経路選択上通行可能になると利便性が向上

するといったことが把握された． 

 

(8)アンケート・ヒアリング結果のまとめ 

以上から，利用港湾として東京港，横浜港が多い

こと，40ftコンテナを利用している割合が高いこと，

高速道路は状況により使い分けをしている回答も

含め８割以上利用していること，経路選定は定時性，

速達性，労働時間，交通規制を根拠としている回答

が多いこと等が把握された． 

ただしヒアリングからは，高速道路の利用場面に

ついては限定されることなどが把握されている． 

これらから，前項まで整理した背高コンテナの利
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

速達性の有無 定時性（著しく遅れないこと）
振動・衝撃の有無 通行料金
交通規制（車両制限：高さ、重さ、幅） 労働（運転）の時間
そのほか

N=80
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用増や東京港，横浜港を中心とした流動が輸送実態

としても確認された． 

一方，高速利用については，特車申請経路で見る

申請数より実態として一般道が使われている可能

性もあることが示された． 

 

7.課題解決策の検討 

(1)輸送実態からみた課題 

前項までに把握した企業等のコンテナの輸送実

態から，以下のことが課題として考えられる． 

 

a）高速道路・自動車専用道路のネットワーク 

高速道路・自動車専用道路は，道路ネットワーク

の階層の最上位に位置し，国際海上コンテナ車は本

来，このネットワークを利用するべきと考えるが，

首都圏では外環・首都高等の未整備により，国際海

上コンテナ車が都市内に流入し，環状七号線等特定

の幹線道路に集中している．そのため，高速道路・

自動車専用道路によるネットワークの構築や通行

支障箇所の解消が課題である． 

 

b）高速道路と幹線道路との接続性・代替性 

首都高速の IC アクセスに C 条件が付与されてい

る例（東京 IC，高井戸 IC 等）のように，接続性が

十分でない箇所が存在する．そのため，高速道路と

その１つ下の階層に位置する直轄国道等幹線道路

への連絡性・代替性の確保が課題である． 

 

c）幹線道路以下の階層における物流交通 

幹線道路以下の道路階層と物流上の道路機能の

位置づけが明確に対応できていないことから，環状

七号線西側区間や国道 15 号・４号・６号の都心部

といった道路にコンテナ車が流入するような道路

が存在する．そのため，高速道路と幹線道路の接続

性向上等により，幹線道路以下の階層における物流

交通の排除を行っていくことが課題である． 

 

(2)効率的な物流ネットワーク強化のための考え方 

今後，道路階層ネットワークを検討する上では，

特に国際海上コンテナ車の物流効率化の視点も考

慮に入れ，道路の機能階層を明確にしつつ，検討し

ていく必要がある．そこで，道路の階層ネットワー

クを考えた際に，高速道路，直轄国道，その他の道

路について，物流効率化に向けたネットワーク強化

等の考え方（課題解決策の提案）を表-1に整理した． 

 

8.おわりに 

本稿では，関東地方の特に東京港，横浜港周辺を

中心に，国際海上コンテナ車の流動状況や通行に際

し支障となる箇所を把握し，さらに企業・事業者の

輸送実態を把握し，これらから得られた課題につい

て，道路機能階層を考慮して今後の物流効率化に向

けた課題解決方策を検討した． 

結果として，現在の道路ネットワークの未整備区

間や，主要箇所での折進障害・上空障害の存在等に

よって，国際海上コンテナ車の流動状況の偏りが生

じているといった課題をまとめることができた． 

なお国土交通省では，平成26年５月に，「道路の

老朽化対策に向けた大型車両の通行の適正化方針」

が示され，この中で「高速道路等について，大型車

両を誘導すべき道路として指定するとともに，当該

道路に係る通行許可について，国による一括審査を

実施．あわせて，指定箇所の拡大・通行支障箇所の

解消を推進」との記載がある．これを受け今後，大

型車両の通行経路の偏りの改善が期待されるとこ

ろである． 

 

表-1 物流効率化の観点から道路の機能階層に 

応じた道路整備の考え方 
道路の階層と物流効率化の
観点から求められる機能 

物流効率化のための
対策の考え方 

【高速道路・自動車専用道路】 
・環状道路及び放射ネットワークによ

り主要物流拠点間の通行機能の骨
格としての機能 

 
・効率的な物流を支えるために，十
分な道路構造，道路ネットワーク
の確保を図るために必要な対策
を行う 

【直轄国道】 
・高速道路・自動車専用道路を補完す

る道路として機能 
→通行止め時の代替機能 
→ICと物流拠点間のアクセス機能

 
・当該路線が通過する地域特性（地
域内の生活交通の状況や沿道状
況）に配慮しつつ，左記の機能が
求められる道路については物流
効率化のために必要な対策を実
施 
※直轄国道においても，都心部を
通過するエリアはコンテナ車
の通行をできるだけ避けるよ
うに対策を行う等 

○その他の道路  

【港湾/空港/物流拠点近傍エリア】 
・物流拠点と最寄高速ＩＣへのアク
セス道路として機能 

 
・沿道状況等に配慮しつつ，効率的
な物流を支えるために支障のな
い道路構造を確保する． 

【その他のエリア】 
・高速道路・自動車専用道，直轄国
道を補完する機能をもつが，基本
的には街路としての機能をもち，
物流の主軸となる道路とはならな
い 

 
・当該路線が通過する地域特性(地
域内の生活交通の状況や沿道状
況)に配慮しつつ検討する． 
 

 

 

本稿では港湾からのアクセスを中心に論じたが，

これ以外にも，高速道路 IC から主要物流拠点（工

業団地等）までの経路についても同様の課題がある

ことが想定されることから，引き続き研究を進めて

まいりたいと考えている． 
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